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152億414万円
地方自治体が全国水準の行政を
行えるように交付されたもの

地方交付税 47%

9億1,198万円
国または県が徴収した税金から
一定割合で譲与されたもの　

地方譲与税等 3%

34億3,410万円
事業を行うために借りたもの

市債 11%

64億7,705万円
国・県が認める事業費に対し、国・県から交付されたもの

国庫県支出金 20%

48億8,722万円
職員や特別職の給与、議員や各種
委員の報酬などに要する経費

人件費 16%

46億2,330万円
児童手当や医療費、生活保護など
に要する経費

扶助費 15%

46億8,698万円
道路や学校などの公共施設の建設
整備等のために借り入れた借金の
返済に要する経費

公債費 15%

41億1,296万円
基金への積み立てなどに要する経費

投資および出資金・
貸付金、積立金 13%

29億9,124万円
国民健康保険や老人保健、水道事業など特別
会計への繰り出しに要する経費

繰出金 10%

9億5,960万円
前年度から繰り越しされたもの

繰越金 3%

8億1,157万円
事業実施にあたり受益者から徴収
するもの、使用料や証明書などを
交付する際の手数料など

分担金、使用料および
手数料など 3%

7億474万円
繰入金、財産収入、寄付金、諸収
入など

その他 2%

35億3,317万円
市民税、固定資産税、軽自動車税
など

市税 11%

38億1,985万円
道路、学校、海岸保全などの建設
に要する経費
自然災害などにより被災した施設
などの復旧に要する経費　

普通建設事業費
災害復旧事業費 13%

24億8,865万円
各事業や団体への補助金・負担金
に要する経費

補助費等 8%

30億5,616万円
市の施設の維持、補修などに要す
る経費

物件費・維持補修費 10%

依存財源（81%）依存財源（81%）依存財源（81%）
260億2,727万円260億2,727万円260億2,727万円

自主財源（19%）自主財源（19%）自主財源（19%）
60億908万円60億908万円60億908万円

平成22年度 決 算 の 状 況

義務的経費（46%）義務的経費（46%）
141億9,750万円141億9,750万円

投資的経費（13%）
38億1,985万円
投資的経費（13%）
38億1,985万円

消費的経費（18％）
55億4,481万円
消費的経費（18％）
55億4,481万円

その他の経費（23%）
71億420万円

その他の経費（23%）
71億420万円

支出総額 306億6,636万円

　財政悪化がすすむ県や市町村の財政破たん（倒産）を未然に防ぐため、平成19年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定
され、一般会計の財政状況に加え特別会計や一部事務組合などの状況も反映させ、毎年度決算の際に健全化判断比率および資金不足比率を算定し、
監査委員の審査を受け議会に報告し、公表することになっています。
　南島原市の数値は、昨年と同様、いずれも国の定める基準を下回っており、健全な財政運営がなされていることを示していますが、各比率が悪
化して国の基準を超えないよう、これからも「行政改革大綱」や「集中改革プラン」に基づき、行財政改革を推進していきます。

健全化段階 早期健全化段階

早期健全化基準 財政再生基準

再生段階健全化段階
0％

早期健全化段階

早期健全化基準 財政再生基準

再生段階 該当する会計
←健全 悪化→

※１「早期健全化基準」、　※２「経営健全化基準」とは…国が示す基準で、これを超えてしまうと議会の議決を経て財政健全化計画を定め、財
政の健全化に向けて計画的に取り組まなければなりません。

※３「財政再生基準」とは…国が示す基準で、これを超えてしまうと議会の議決を経て財政再生計画を定めるとともに、国（総務大臣）が認め
ない事業はできなくなってしまうなど、国の指導のもとで財政再生を行うことになります。　

　一般会計等の実質的な赤字額が、標準的な収入
に対してどれくらいの割合になるかを示します。

実質赤字比率

　全会計の実質的な赤字額が、標準的な収入に対
してどれくらいの割合になるかを示します。

連結実質赤字比率

　南島原市の実質的な借入金の返済額が、標準的な収
入に対してどれくらいの割合になるかを示します。

実質公債費比率

　南島原市が抱える実質的な負債の残高が、標準的な
収入に対してどれくらいの割合になるかを示します。

　各公営企業の資金不足額が、事業の規模
に対してどれくらいの割合になるかを示し
ます。

将来負担比率
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■資金不足比率

　健全化判断比率には、次の４つの指標が
あります。

■南島原市の健全化判断比率

経営健全化基準経営健全化基準

国老国老
特別会計のうち
国民健康保険事業
老人保健
後期高齢者医療など

公営公営
特別会計のうち
上水道事業
簡易水道事業
下水道事業
宅地開発事業

組合組合 一部事務組合
広域連合など
の会計 三セク三セク 第三セクター

などの会計一般一般 一般会計

一般一般

一般一般

一般一般

国老国老

国老国老

公営公営

公営公営組合組合

一般一般国老国老公営公営

公営公営

組合組合三セク三セク

　　　　　健全化判断比率等の状況（平成22年度決算）　　　　　健全化判断比率等の状況（平成22年度決算）チェック！！

○防災拠点施設の整備
　８５２万円
※南島原市消防庁舎横に本市の防災拠点を整備。

○南島原市消防庁舎の建設に伴う負担金
　２億５,０３１万円

消 防 ・ 防 災 関 係
○イノシシなどの有害鳥獣による被害防止
　１,１３６万円
○農道、排水路、ため池の維持及び整備　
　１億６,４９５万円
○農地などの基盤整備　　　　　　　　　
　１億８,５４８万円
○漁港施設の整備（布津、深江）　　　　
　２億５,４６９万円
○鳥インフルエンザ、口蹄疫への防疫　　
　２４５万円　　　　　　　　　　　
○赤潮被害への対策　　　　　　　　　　
　１０７万円

農 林 水 産 関 係

○住宅・店舗リフォームへの補助　　　　
　２００万円
○旧大野木場小学校被災校舎の保存対策　
　１,５９５万円
○体験型観光などの情報発信、観光施設の
　充実など
　２,７４４万円

商 工 観 光 関 係 ○小中学校及び図書館の図書、視聴覚資料
　の充実
　６，７３５万円
○世界遺産登録推進に向けた活動　　　　
　７，２１２万円
※世界遺産登録に向け、史跡の保存管理や活用計
　画などを策定し、セミナリヨ版画展などの関連
　事業を開催。

教育・世界遺産登録推進関係

○福祉タクシー利用権交付事業
　１,２５２万円
※高齢者及び障害者の福祉の向上を図るため、タ
　クシー料金の一部を補助。
○予防接種の拡充　　　　　　　
　９,４７７万円
※国が定める予防接種のほかに、将来を担う子供
　たちのために、子宮頸ガンワクチン、ヒブワク
　チン（細菌性髄膜炎の予防）、小児用肺炎球菌
　ワクチン（重症肺炎の予防）の予防接種を開始。
○配偶者暴力（DV）相談支援センターの設置
　１１７万円

健 康 福 祉 関 係

○太陽光発電などの整備
　２,３５１万円
※西有家庁舎屋上に太陽光発電を設置及び執務室
　の照明の一部をLED照明化し地球にやさしい活
　動を実施。
○太陽光発電設備費補助金　　　　　　　
　６６０万円

環 境 関 係

○市道の維持、改良
　３億７,２８２万円
○農道、排水路の維持補修
　１億４２７万円
○地理情報システムの整備
　１億２９０万円
○観光施設の改修
　９,１２４万円
○漁港施設の改良、維持
　４,００６万円　　など

国補正予算を活用した事業
（地域活性化・きめ細かな臨時交付金など）

平成22年度 市のお金はこんなことに使いました。

　平成22年４月１日から平成23年３月31日までの１年間の収入、支出の状況をお知らせします。
　皆さんからの税金や国・県からの補助金などは、南島原市の生活環境をより良くするためにさまざまな形で
使われています。

収入総額 320億3,635万円

※１ ※３

※２

問 財政課 ☎０５０（３３８１）５１２１


